
１ 

○旭市土砂等の埋立て及び一時堆積に関する指導要領  

令和５年６月２０日  

 (目的 ) 

第 1 条  この要領は、土砂等による土地の埋立て、又は堆積が適正に行

われるよう法令等の定めによるほか、この要領により指導し、良好な

生活環境を維持することを目的とする。  

(定義 )  

第２条  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。  

⑴  土地の埋立て等  土砂等の搬入による土地の埋立て、盛土その他

の土地への土砂等の堆積（製品の製造又は加工のための原材料の堆

積を除く。）を行う行為をいう。  

⑵  事業主等  土地の埋立て等を行う者（請負契約により土地の埋立

て等を行う者を含む。）及び当該土地の埋立て等に供する区域内の

土地の所有者をいう。  

 (適用範囲 ) 

第３条  この要領は、旭市土地の埋立て等及び土砂等の規制に関する条

例第９条で定める許可を必要とする案件及び、第１０条で定める届け

出を必要とする案件を除いた、土地の埋立て等について適用する。  

 (適用除外 ) 

第４条  第３条の適用を受ける土地の埋立て等のうち、次の各号に掲げ

る土地の埋立て等についてはこの要領の適用を除外する。  

⑴  国、地方公共団体その他別表第１で定める公共的団体が行う  

もの  

⑵  採取土砂等の販売を目的とする一時堆積  

⑶  別表第２で定める、許認可行為を伴うもの  

⑷  その他、市長が認めたもの     

(届出 ) 

第５条  事業主等は、前２条に規定する土地の埋立て等を行う３０日前

までに、土地の埋立て等実施届出書 (第１号様式 )により市長に届出を

しなければならない。  



２ 

 (遵守事項 ) 

第６条  事業主等は、次の事項を遵守し、事業を適正に行わなければな

らない。  

⑴  土壌汚染の防止に努めること。  

⑵  不法投棄の誘発防止に努めること。  

⑶  周辺の居住者に迷惑となる騒音、振動、粉じん等の防止に努める

こと。  

⑷  周辺の土地、建物、工作物又は作物等を損傷することなく、また

その利用に支障のないよう処置すること。  

⑸  周辺の道路、水路等を汚損しないようにすること。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要領は、令和５年６月２０日から施行する。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この改正は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の要領第５条の規定は、令和７年４月１日以後に行われる土

地の埋立て等について適用し、同日前に行われる土地の埋立て等につ

いては、なお従前の例による。



３ 

別表第１（第４条第１項第１号関係）  

１  国立研究開発法人森林研究・整備機構、独立行政法人水資源機構、

日本下水道事業団、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、

成田国際空港株式会社、独立行政法人空港周辺整備機構、独立行政

法人労働者健康安全機構、独立行政法人都市再生機構、独立行政法

人高齢・障害・求職者雇用支援機構、独立行政法人中小企業基盤整

備機構及び東日本高速道路株式会社  

２  地方住宅供給公社法（昭和４０年法律第１２４号）に基づき設立

された地方住宅供給公社  

３  地方道路公社法（昭和４５年法律第８２号）に基づき設立された

地方道路公社  

４  公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第

１０条第１項の規定により設立された土地開発公社  

５  土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１０条第１項の規定

により認可された土地改良区  

６  土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１４条第１項の

規定により認可された土地区画整理組合  

７  国又は地方公共団体がその資本金、基本金その他これらに準ずる

ものの２分の１以上を出資している法人であって、土壌の汚染又は

災害の防止に関し、国又は地方公共団体と同等以上の審査能力があ

るものとして市長の認定を受けた者  



４ 

別表第２（第４条第１項第３号関係）  

１  砂防法（明治３０年法律第２９号）第４条第１項の規定により砂

防指定地における許可を要する行為  

２  鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８

８号）第２９条第７項の規定による特別保護地区の区域内における

許可を要する行為  

３  土地改良法に基づく土地改良事業  

４  漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第３９条第１項の

規定による漁港の区域内の水域又は公共空地における許可を要す

る行為  

５  港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３７条第１項の規定によ

る港湾区域内及び港湾隣接地域内における許可を要する行為  

６  森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２の規定による

許可を要する開発行為並びに同法第３１条、第３４条第２項及び第

４４条において準用する第３４条第２項の規定による保安林予定

森林、保安林及び保安施設地区における許可を要する行為  

７  道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の規定による道路

管理者以外の者が行う工事についての承認を要する行為、同法第３

２条第１項の規定による道路の占用の許可及び同法第９１条第１

項の規定による道路予定区域における許可を要する行為  

８  土地区画整理法に基づく土地区画整理事業及び同法第７６条第

１項の規定による施行地区内における許可を要する行為  

９  都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第６条第１項の規定によ

る都市公園内における占用の許可を要する行為  

１０  海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第７条第１項及び第８条

第１項の規定による海岸保全区域内における許可を要する行為  

１１  自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第１３条第３項の規

定による特別地域内及び第１４条第３項の規定による特別保護地

区内における許可を要する行為  

１２  地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第１８条第１項

の規定による地すべり防止区域内における許可を要する行為  



５ 

１３  宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）

第１２条第１項及び第３０条第１項の規定による宅地造成等工事

規制区域内及び特定盛土等規制区域内における許可を要する行為

成  

１４  河川法（昭和３９年法律第１６７号）第２４条の規定による河

川区域内の土地の占用の許可を要する行為並びに同法第２７条第

１項、第５５条第１項、第５７条第１項及び第５８条の４第１項の

規定による河川区域内の土地、河川保全区域内、河川予定地及び河

川保全立体区域内における許可を要する行為  

１５  都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項及び

第２項の規定による許可を要する開発行為  

１６  都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に基づく市街地再開

発事業及び同法第６６条第１項の規定による施行地区内における

許可を要する行為  

１７  急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法

律第５７号）第７条第１項の規定による急傾斜地崩壊危険区域内に

おける許可を要する行為  

１８  農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）

第１５条の２第１項の規定による農用地区域内における許可を要

する行為  

１９  都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第５条第１項の規定に

よる緑地保全地区内における許可を要する行為  

２０  生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第８条第１項の規定に

よる生産緑地地区内における許可を要する行為  

２１  大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特

別措置法（昭和５０年法律第６７号）に基づく住宅街区整備事業並

びに同法第７条第１項及び第６７条第１項の規定による土地区画

整理促進区域内及び施行地区内における許可を要する行為  

２２  千葉県立自然公園条例（昭和３５年千葉県条例第１５号）第１

２条第１項の規定による特別地域内における許可を要する行為  

２３  宅地開発事業の基準に関する条例（昭和４４年千葉県条例第５



６ 

０号）第７条第１項の規定による設計の確認を要する宅地開発事業  

２４  千葉県風致地区条例（昭和４５年千葉県条例第６号）第２条第

１項の規定による風致地区内における許可を要する行為  

２５  千葉県自然環境保全条例（昭和４８年千葉県条例第１号）第９

条第４項の規定による特別地区内における許可を要する行為  

２６  千葉県港湾管理条例（昭和５１年千葉県条例第４５号）第４条

第１項及び第５条第１項の規定による港湾施設の使用の許可を要

する行為  

 

 



７ 

第１号様式（第５条関係）  

土地の埋立て等実施届出書  

年   月   日   

 

旭市長    

 

事業者  主たる事務所の所在地  

名称及び代表者の氏名   

電   話  

担当者名  

 

 

 旭市土砂等の埋立て及び一時堆積に関する指導要領第５条の規定によ

り、下記のとおり届出します。  

記  

 

埋立て地  

所  在  地  
旭市  計   筆  

登記地目   現況地目   

面   積  全体  ㎡  実埋立て  ㎡  

施工期間   年   月   日  から     年   月   日  まで  

施工方法等   

土砂の搬入量   

土砂の発生元  
□山砂  

□建設発生土  

（  

（  

 

 

） 

） 

埋立て後  

利用計画  

□店舗    □共同住宅    □資材置き場    □駐車場  

□一般住宅  □その他 (                ）  

裏面へ続く  



８ 

他届出等要否  

農振地域除外申請  □不要  □必要  

農地転用申請    □不要  □必要  

伐採及び伐採後の造林の届出  □不要  □必要  

宅地開発等協議   □不要  □必要  

埋蔵文化財包蔵地の確認  □不要  □必要  

その他   ( 

（  

（  

（  

（  

（  

 

 

 

 

 

）

）

） 

） 

） 

） 

地権者  

所
有
者 

住所  

氏名  ℡   

そ
の
他 

権
利
者 

権利の種類  

住所  

氏名  ℡   

施工業者  
住所･所在地   

氏名･名称   ℡   

工事責任者  

連絡先  
             ℡   

そ  の  他  

特記事項  

 

添付書類  

□埋立てする事業場の位置図  

□埋立て面積を示す書類（求積図等）  

□埋立高等の事業概要が確認できる断面図等  

□埋立てする事業場の現況写真  

□埋立て等に係る請負契約書等の写し（事業主と施工業者が

異なる場合）  

□土砂購入先の採取場の許可書の写し (県許可の土採取場か

ら購入する場合 ) 

□建設発生土の場合は発生元証明等  

□関係法令等による許認可等の手続状況報告書（任意様式）  

□事業者と地権者が異なる場合は地権者の同意書（任意様式） 

 


